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1．はじめに

実践コミュニティは，個人の学習に有用な仕
組みとして注目されている（例えば，Bourhis 
& Dubé, 2010；松本，2013；Oborn & Dawson, 
2010）。また，個人に対してだけでなく組織
レベルにおいても，組織学習（Jagasia, Baul, 
& Mallik, 2015；Scarso, Bolisani, & Salvador, 
2009）やイノベーション（Pattinson & Preece, 
2014），組織間での知識共有（Lee, Reinicke, 

Sarkar 他，2015）に寄与する。特に今日，職
場の境界を越えた越境型実践コミュニティの
重要性は増大してきている（石山，2018；松
本，2013）。しかし，先行研究の主な検討対象
は，教師の学習コミュニティ（例えば，Hur & 
Brush, 2009）のように，競合関係にない複数
の組織の成員により構成される実践コミュニテ
ィである。競合企業社員により構成される実践
コミュニティに関する研究は稀である。しか
し，競合企業間での連携が活発な現代において

（Harbison & Pekar, 1998），このような実践コ
ミュニティもその重要性を増してきているはず
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である。
そこで本研究は，このような競合企業社員

により構成される実践コミュニティ，すなわ
ち，「競合組織横断型実践コミュニティ」（略し
て「競合型コミュニティ」ともいう）に着目す
る。競合型コミュニティにおいて，元々競合関
係にある成員らは強いコンフリクトを抱えうる

（Fernandez & Chiambaretto, 2016）。しかもそ
のコンフリクトは，組織内あるいは競合しない
組織間の実践コミュニティにおけるコンフリク
ト（Handley, Sturdy, Fincham 他，2006；石山，
2018；Lave & Wenger, 1991；Mabery, Gibbs-
Scharf, & Bara, 2013）とは性質が異なる。ま
た，実践コミュニティ論の先行研究は，形成
された実践コミュニティ内での協力行動促進
要因について詳細に検討しているが（例えば，
Bourhis & Dubé, 2010），実践コミュニティ形
成そのものを促す要因に関しては検討の余地が
残されている。

このため本研究は，コーペティション論の
知見を援用して実践コミュニティを分析する。
組織間関係論においては近年，競合組織によ
る協力行動すなわちコーペティションが注目
されている（Bengtsson & Kock, 2000, 2014；
Bouncken, Gast, Kraus 他，2015）。コーペティ
ション論は，競合組織による協力の動機，便益
等について検討しており，その知見は競合型コ
ミュニティの分析に有用だと考えられる。しか
し，コーペティション論の各先行研究は，コー
ペティション成功要因を個別に分析しており，
包括的なメカニズムに関する検討は不十分であ
る。特に，後述するように，形成されたコーペ
ティション体制が有効に機能するための協力行
動促進要因の検討が不十分である。

このような実践コミュニティ論とコーペティ
ション論の課題に対応するため，本研究では，
競合型コミュニティ形成と，当該コミュニティ
内における協力行動促進の全体メカニズムを明
らかにすることを目指す。

本研究の分析対象は競合航空会社社員によっ

て 25 年にわたり運営されている会議体である。
これに焦点を当て，この会議体参加というコー
ペティションを通じて形成された実践コミュニ
ティに関して，その形成要因と成果，及び競合
相手への協力行動促進要因を検討する。結論を
先取りすれば，航空会社は，独占的サプライ
ヤーという共通の外的脅威に対抗するために，
かつ協力行動の利益を各社が共有できるという
構造に促されて，協力体制を構築した。また，
当該利益共有の構造，及び知識不確実性・稀少
性に基づく知識共有の必要性が成員の協力行動
を促していた。なお，成員が自社事業と実践コ
ミュニティ活動間の間で抱えるコンフリクトに
関しては，活動の公益性や成員間の相互共感に
基づく緊密感，及び競争と協力の分離が，これ
を緩和していた。このように，様々な要因が関
係しあって競合型コミュニティが形成され，協
力行動が取られていたである。

以下，第 2 節にて実践コミュニティ論とコー
ペティション論の先行研究レビューを通じて問
題を抽出する。続く第 3 節にて研究対象につい
て概説し，第 4 節で研究方法を示す。その上で
第 5 節にて結果を示し，第 6 節で考察を行う。
そして最終節にて結論を述べる。

2．先行研究と問題設定

2.1　実践コミュニティ
2.1.1　実践コミュニティと協力行動促進要因

人は他者と関わりの中で学習し続ける必要が
ある（Lave & Wenger, 1991）。そのような学
習の場に実践コミュニティがある。実践コミュ
ニティとは，「あるテーマに関する関心や問題，
熱意などを共有し，その分野の知識や技能を，
持続的な相互交流を通じて深めてゆく人々の集
団」をいう（Wenger, McDermott, & Snyder, 
2002, 訳書 p.33）。実践コミュニティは，組織
や集団の中での個人の学習や熟達を促すとと
もに（例えば，Bourhis & Dubé, 2010；松本，
2013；Oborn & Dawson, 2010），組織レベル
においても組織学習（Jagasia, Baul, & Mallik, 
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2015；Scarso, Bolisani, & Salvador, 2009） や
イノベーション（Pattinson & Preece, 2014）
を促す。さらに，組織間での知識共有（Lee, 
Reinicke, Sarkar 他，2015）にも寄与する。

実践コミュニティにおいていかに成員間の協
力行動を促すかに関しては，様々な議論がなさ
れている。知識共有や学習を目的として意図的
に設立された実践コミュニティの場合，運営管
理者による介入の余地が大きい。例えば，参加
へのインセンティブ提供，知識共有の組織文化
の醸成，技術的支援，リーダーシップ（以上，
Bourhis & Dubé, 2010），コーディネーターと
コアグループの指定（松本 , 2013），公式マネ
ジメントによる支援（Lee, Reinicke, Sarkar 他，
2015；Pattinson & Preece, 2014），対面コミュ
ニケーションの機会提供（Akkerman, Petter, 
& de Laat, 2008）等が成員間の協力を促す。

一方，職場等に付随する自然発生的な実践コ
ミュニティの場合，このような意図的な介入に
は限度があり，成員間の関係性の在り方に焦点
が当てられている。特に重要なのは成員間の緊
密 感（Wenger, McDermott, & Snyder, 2002）
であろう。そして，緊密感醸成のためには，成
員間での共通言語，参照枠及び所属意識の共有
が必要である（Geiger & Turley, 2005）。特に
越境型実践コミュニティにおいては，参加者が
自組織利益を優先して機会主義的行動に走るこ
とがないよう，互酬的関係を通じた信頼の構築
が重要である（Pattinson & Preece, 2014）。た
だしこれら先行研究は，実践コミュニティ形成
を所与のものとみなし，その中での協力行動促
進要因に着目するものである。協力体制すなわ
ち実践コミュニティの形成要因に関しては一層
の検討が必要である。

2.1.2　越境型実践コミュニティ
特に近年，組織境界を越えた学習の重要性が

認識される中で（荒木，2008），越境型実践コ
ミュニティの重要性が高まってきている（石
山，2018；松本，2013）。越境型実践コミュニ

ティの参加者は，職場とは異なる状況におい
て，他の参加者との立場の相違による矛盾や葛
藤に対処する中で，職場とは異なる学びを得る
ことができるからである（石山，2018）。また，
松本（2013）は，越境型実践コミュニティが，
職場学習の課題，すなわち，内容のミスマッチ

（組織で学ぶことができない），関心のミスマッ
チ（学びたい内容に組織が関心を持たない），
指導のミスマッチ（指導する知識や力量を組織
が持っていない），仲間のミスマッチ（一緒に
学ぶ仲間がいない）の解消に寄与すると述べて
いる。

ところで，組織間の協力関係は，グループ企
業間等の間だけで生じているわけではない。競
合企業との協力も重要である。例えば，技術規
格や国際標準の策定やデファクトスタンダード
獲得競争にあっては，競合他社との積極的な協
力が不可欠である（Zhao, Khan, & Xia, 2011）。
Harbison & Pekar（1998）も，提携の半数は
競合企業間で形成されると述べている。このよ
うに競合企業間での連携が活発な現代におい
て，競合組織成員による実践コミュニティもそ
の重要性を増してきているはずである。ただ
し，競合組織成員による協力行動は容易でな
い。競合相手への協力行動が自組織利益を損な
うのではないかといったコンフリクトが生じ
る。

しかし，これまで研究されてきた越境型実践
コミュニティの多くは，病院のガン医療チーム

（Mabery, Gibbs-Scharf, & Bara, 2013），教師の
自発的オンライン共同体（Hur & Brush, 2009）
など，競合関係にない組織の成員により構成さ
れたものである。希少な研究例として，工事現
場（Harris, Simons, Willis 他，2003）や技術開
発コミュニティ（Pattinson & Preece, 2014），
技術標準開発コンソーシアム（Zhao, Khan, & 
Xia, 2011）には競合企業が参加しているが，こ
れらの研究は，成員の抱えるコンフリクトの緩
和に関して十分検討していない。

なお，競合組織横断型以外の実践コミュニ
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ティに関しては，先行研究において，成員の
抱えるコンフリクトに関する検討もなされて
いる。しかしそれらは質的に異なるコンフリク
トであり，先行研究の知見を競合型コミュニテ
ィにそのまま適用することは困難である。例え
ば Lave & Wenger（1991）は組織内部型実践
コミュニティにおける古参者と新参者の間のコ
ンフリクトを論じているが，これは新参者がコ
ミュニティメンバーとしてのアイデンティティ
を形成する過程を通じて徐々に緩和される。ま
た，組織横断型実践コミュニティや複数の実践
コミュニティ横断時においては，多重成員性
に起因するアイデンティティ上のコンフリクト

（Handley, Sturdy, Fincham 他，2006； 石 山，
2018）は存在するものの，所属元が競合関係
になければ，他社社員への協力行動が成員の所
属元組織の利益を害する恐れはない。しかし競
合組織横断型の場合，成員は，他社社員への協
力行動と所属元組織の事業の間での利益相反の
恐れに起因する深刻なコンフリクトに悩まされ
る可能性があり（Fernandez & Chiambaretto, 
2016），他の種別の実践コミュニティとは異な
る議論が必要となる。このように，競合型コミ
ュニティについては検討の余地が残されている
のである。

一方，組織間関係論においては，コーペティ
ションすなわち競合組織による協力が注目され
てきている。そこで本研究は，実践コミュニテ
ィの分析においてコーペティション論を援用す
る。なぜなら，コーペティション論は，競合会
社間において協力が成立する要因や（例えば，
Bengtsson & Kock, 2000；Luo, 2007；Soekijad 
& Andriessen, 2003），関係者のコンフリクト緩
和に関して検討しており（例えば，Bengtsson 
& Kock, 2000；Fernandez & Chiambaretto, 
2016；Stadtler & Van Wassenhove, 2016），そ
れらの知見は，競合型コミュニティの分析に有
用だと考えられるからである。

また 2.1.1 項にて述べたように，実践コミュ
ニティ論は実践コミュニティにおける協力行動

促進要因に関して詳細に検討しているが，実践
コミュニティ形成要因に関する検討は不十分で
ある。一方，コーペティション論は協力体制形
成要因に関する知見を蓄積しており，競合型コ
ミュニティの検討の一助となると考えられる。

2.2　コーペティション
コーペティション（coopetition）は，協力

（cooperation）と競争（competition）の合成語
であり，複数の組織が競争しかつ同時に協力
する状況（Nalebuff & Brandenburger, 1996；
Tsai, 2002）として定義される。コーペティシ
ョンの基本構造は，協力してパイを作り，その
分与において競争することにある（Nalebuff & 
Brandenburger, 1996）。例えば，技術標準開発
によって新市場を開拓し，その新市場を各社
が取り込もうとするような状況である。近年，
コーペティションに関する研究論文の数は増
大している（Bengtsson & Kock 2000, 2014；
Bouncken, Gast, Kraus 他，2015）。特に 2010
年代に入り，共同研究開発等，競合企業間での
知識共有，学習に関する研究が増加している 1。

2.2.1　コーペティションの便益
コーペティションは様々な領域で行われて

おり，その誘因となる便益は多様であるが，
Dussauge, Garrette, & Mitchell（2000）による
組織間連携の区分に従えば，以下の 2 種類に大
別可能である。第 1 の便益は，連携組織間で
のリソース相互補完である。例えば，物流業
は，自社サービス提供地域の拡大に代え，競合
他社のネットワークを活用する（Bengtsson & 
Kock, 2000）。また，メーカーは共同技術開発
においてお互いの技術を補完しあう（Lechner 
& Dowling, 2003）。第 2 の便益は，協力による
規模の経済の追求である。連携による市場シェ
ア統合は競争力を向上させる（Ritala, 2012）。
また，共同購買はサプライヤーに対する交渉
力を強める（Luo, 2007；Peng, Pike, Yang 他，
2012）。そしてこれら 2 種類の便益を通じて関
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係組織は，競争優位，イノベーション，機会探
索及び資源へのアクセスといった成果を得る

（Bengtsson & Kock, 2014）。

2.2.2　 コーペティションにおける協力行動 
促進要因

しかし，競合組織による連携は困難を伴
う。特に，協力と競争の併存に伴い個人が抱え
るコンフリクトへの対応は重要な課題である

（Fernandez & Chiambaretto, 2016）。その 1 つ
の方策が競争と協力の分離である。典型的に
は，顧客に接する局面（販売等）で競争する一
方，顧客から見えない局面（購買等）で協力し，
別の部署・社員がそれぞれ各活動に従事すると
いうものである（Bengtsson & Kock, 2000）。

一方，このような困難の中で協力行動が強化
される要因として，Luo（2007）は，理論的考
察に基づき 5 つの要素を挙げている。すなわ
ち，外的脅威，消費者ニーズの高度化，バリ
ューチェーンにおける結合への圧力，制度的環
境への対応（交渉力増大やロビー活動の必要
性），及び組織間の親密さである。例えば，新
たな市場参入者という共通の脅威に対して，連
携各社は協力して参入障壁を構築しようとす
るという（Luo, 2007）。また，Stadtler & Van 
Wassenhove（2016）は，国連による人道支援
当該プロジェクトにおいて，活動の公共・人道
的志向が関係者のコンフリクトを緩和している
ことを明らかにしている。社会のために役立っ
ているという感覚が，競争相手との協力に対す
る抵抗感を弱めているのである。

しかし，これらの要因がいかにして各組織
の協力行動につながるのか，そのメカニズム
に関しては十分に検討されていない。特に，
Peng, Pike, Yang 他（2012）がコーペティシ
ョン研究の 3 つの主要テーマとして「先行条
件（antecedents）」，「ダイナミクス（競争と協
力のバランス）」及び「成果」を挙げているこ
とからも分かるように，協力行動促進要因に関
する検討は十分でない。このため，先行コーペ

ティション研究の知見だけでは競合的コミュニ
ティのメカニズムを十分に説明することはでき
ず，一層の検討が必要である。

2.3　問題と本研究の目的
このように，競合組織間の連携が活発化して

いる現代において（Harbison & Pekar, 1998），
競合型コミュニティの重要性は増大してきてい
ると考えられるが，これに関する研究は十分で
ない。競合型コミュニティは，競合企業社員に
よって構成されるという性質上，コンフリクト
対応等に関して先行研究の知見を直接適用する
ことが困難である。また，コミュニティ形成要
因についてもさらなる検討が必要である。

一方，コーペティション論は，競合組織によ
る協力行動の中でのコンフリクトの緩和等につ
いて検討してきており，その知見は競合型コミ
ュニティの分析において有用であると考えられ
る。ただし，コーペティション論は競合型コミ
ュニティの形成・協力メカニズムを包括的に説
明する枠組みを提示するには至っていない。し
かし，要因間の関係を含むメカニズムの理解
は，要因への介入を通じた実践的含意を示す上
で不可欠なはずである。

そこで本研究は，コーペティション論の知見
を援用して，競合型コミュニティの形成，及び
その中での協力行動促進のメカニズムを探索す
る。すなわち本研究のリサーチクエスチョン

（RQ）は以下の通りである。

RQ1： 競合組織横断型実践コミュニティの形
成を促す要因は何か

RQ2： 競合組織横断型実践コミュニティにお
いて，成員間の協力行動を促す要因は
何か

RQ3： 上記で見出されるであろう複数の要因
間には，いかなる関係が存在するか

なお，前述のコンフリクトの問題に関して
は，RQ2 の中で検討する。



経営行動科学第 31 巻第 1・2 号原　著

－6－

3．事例の概要

上記 RQ に対応するため本研究は，競合航空
会社社員の実践コミュニティを取り上げる。具
体的には，航法用データベース（NDB：navi-
gation data base）管理者（以下，「NDB管理者」
という）の定例会合に付随する実践コミュニテ
ィを分析する。

現代の旅客機には，FMS（flight management 
system：飛行管理システム）が搭載されてい
る。FMS は，自機位置の算出，針路の決定等
を行うシステムであり，操縦士の作業量を軽減
するとともに安全性と効率性を高める。NDB
は，FMS に搭載され，空港，滑走路，航空路
等，航行に不可欠な情報を格納している。これ
らの情報は，新滑走路の共用，経路再編等に
伴い継続的に変更される。このため，機上の
NDB も世界的に統一されたタイミングで 28 日
に 1 回更新される。航空各社では NDB 管理者
が 28 日に 1 回，更新版 NDB をサプライヤー
より受領し，内容確認の上で全機への搭載を手
配する。大手航空会社にあっては複数の NDB
管理者が従事することもあるが，中小航空会社
では 1 名の社員が専従あるいは他業務と兼任で
NDB 業務に従事している。

NDB の供給は，世界的に「Z 社」（仮称）に
よりほぼ独占されている。代替的サプライヤー
は存在するが，現時点で少なくとも日本におい
て Z 社のライバルとなっていない。そこで，Z
社との交渉を有利に進める等の目的のため，日
本の航空会社は，長年にわたり協力行動を取っ
てきた。

特に，NDB 更新周期である28日に1回，Navi-
gation Data Base会議（以下，「N会議」という）
を開催し，Z 社に対するデータ変更の要求や，
次回更新に関する各社意見の集約等を行ってき
た。N 会議は 1993 年 6 月 23 日に第 1 回会合が
開催され，参加企業の追加等を経ながら，2018
年3月には第324回を数えるまでになっている。
現在，N 会議には，大手航空会社から格安航空

会社までを含む 12 社が参加し，毎回の会合に
は 15 名程度が出席している。また，当初目的
である対 Z 社交渉活動に加え，密な交流を通
じた学習が生じている。すなわち N 会議参加
者の集団は，Wenger, McDermott, & Snyder

（2002）による定義に従えば，実践コミュニテ
ィを形成しているといえる。このように日本の
航空会社は，営業面において激しく競争する一
方，N 会議において緊密な協力関係を結んでい
るのである。

4．方　法

競合型コミュニティという未検討の対象を
分析するには，探索的ケーススタディが適し
ている（Eisenhardt, 1989）。また，競合組織間
の協力の動機やダイナミズムの検討には，ケー
ススタディが有用である（Gnyawali & Park, 
2011）。このため本研究は，競合型コミュニテ
ィ研究の端緒として，N 会議という単一事例を
分析した。ただし比較のため，航空業界におけ
る他部門の状況を参照した。

データ収集のため，創設時から現在に至る N
会議参加者への面接調査，会議観察，議事録調
査等を行った。面接は，2015 年 8 月から 2017
年 4 月の間に半構造化面接の形で行われた。イ
ンフォーマント選定にあたっては理論的サンプ
リング（Glaser & Strauss, 1967）の考え方を
踏襲し，大手航空会社，大手系列子会社，格安
航空会社等，多様な社の社員を対象に調査を
実施した。インフォーマント数は最終的に 22
名となった。そのうち N 会議設立に関与した
3 名からは，N 会議設立前後の状況変化につい
てもデータを得ることができた。また比較のた
め，N 会議創設前にのみ NDB 業務に携わって
いた者 1 名及び N 会議未参加社の社員 1 名に
も面接を行った。主な質問項目は，競合他社と
の協力に至った契機及び背景，会議等での活動
内容及びその成果，協力行動に影響を及ぼす外
的要因，N 会議以外での協力行動等である。面
接のうち，先方の希望によりフォーカスグルー
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プ形式を取ったものが計 3 件あった（3 名に対
する面接 1 件及び 2 名に対する面接 2 件）。面
接時間は計約 18 時間となった。また，N 会議
の観察を計 4 回行った。さらに，面接データ
を，N 会議議事録，Z 社プレスリリース等の 2
次データにより補強した。データ分析にあたっ
ては，修正版グラウンデッド・セオリー・アプ
ローチ（木下，2003）の方法を参照した。

5．結　果

分析結果の概要は図 1 の通りである。各要因
の詳細を表 1 に示す。図 1 に見られるように，
Z 社という共通の外的脅威の存在と，各社によ
る利益共有の構造は，航空会社による協力体制
すなわち N 会議の形成を促した。その際，各
社の業務類似性が，モデレーターとして外的脅
威の影響を強めていた。そして構築された協力
体制の中で，利益共有構造と知識不確実性・稀
少性が成員間の協力行動を促していた。また，
各社の業務類似性は，知識の不確実性と稀少性
が協力行動を促す効果を強めていた。ここで，
成員が自社事業と実践コミュニティ活動間の間

でコンフリクトを認知すると，これが協力行動
を阻害することがある。しかし N 会議の活動
の公益性と成員間の相互共感に基づく緊密感，
及び競争・協力の分離が，コンフリクトを緩和
していた。そして協力行動の結果，N 会議成員
は，対 Z 社交渉力向上という当初目的を達成
するばかりでなく，作業上のリソース補完，会
議席上での学習，ネットワーク構築といった追
加的便益を享受していた。このように，複数の
要因が関係しあって競合型コミュニティが形成
され，成員は協力行動を取っていたである。

以下，最初に検討準備として協力体制として
の N 会議の設立経緯を説明し，続いて協力体
制形成要因，協力行動の成果，及び協力行動阻
害・促進要因について述べる。

5.1　N会議設立経緯
NDB を使用する FMS 制御の航空機は 1980

年代に登場したが，これにより航空各社におい
て NDB 管理という新たな業務が誕生した。当
初各社は NDB を内製していたが，1990 年代
に入り，国内新空港開港ラッシュや NDB を使

図 1　Navigation Data Base 会議（N会議）に係る協力体制形成・協力行動促進メカニズム
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表 1　Navigation Data Base 会議（N会議）に係る競合組織横断型実践コミュニティ関連要因

カテゴリー サブカテゴリ― 説明 備考

協力体制
形成要因

外的脅威 協力して対抗すべき外部組織 Z 社（独占的サプライヤー）。

業務類似性

参加者が社内で類似の業務に従事
していること

NDB の標準化や法令により，各社の業務
の共通点が多く，協力による便益が増幅さ
れる。このため，モデレーターとして協力
体制形成を促す。

利益共有
協力行動が各社共通の利益につな
がること

Z 社に対する協力行動等の成果は，各社に
還元される。この利益期待により，協力体
制形成が促される。

協力行動
阻害要因 コンフリクト 他社社員への協力行動が自社利益

を損なわないかという葛藤
競争・協力の分離，及び公益性に基づく緊
密感により緩和されていた。

協力行動
促進要因

業務類似性

参加者が社内で類似の業務に従事
していること

NDB の標準化や法令により，各社の業務
の共通点が多く，協力による便益が増幅さ
れる。このため，モデレーターとして協力
行動を促す。

利益共有
協力行動が各社共通の利益につな
がること

Z 社に対する協力行動等の成果は，各社に
還元される。この利益期待により，協力行
動が促される。

知識不確実性
NDB に関する知識内容の不確実
性

知識に基づく行動の結果を予測することは
困難である（例：NDB の動作は，実機に
搭載してみないと分からない）。

知識稀少性 必要知識を自社内で獲得すること
が困難であるということ

社内体制（訓練制度や社内の業務経験者の
不足）に起因する。

公益性
N 会議の活動が公共の利益に資す
るということ

ここでいう公共の利益とは安全のことをい
う。安全性に寄与する知識は他部門におい
ても円滑に共有される。

相互共感 業務上の悩みや苦労体験の共有を
通じた共感

社内における理解者不足や，共通の問題で
苦労した類似体験に起因する。

緊密感
N 会議参加者間で築かれた親密な
関係

活動の公益性，他成員の協力行動（教えら
れた経験），外的脅威，相互共感がその形
成に影響する。

競争・協力の分離
競争と協力に係る活動が，空間的
または時間的に分離されているこ
と

競争と協力は異なる部門が担当（空間的分
離），あるいは，個人においても異なる時
点で従事する（時間的分離）。

協力行動の
成果

交渉力向上 団結により，交渉相手に対する交
渉力を強めること

「数の論理」で押す，あるいは総意を示す
ことにより説得力を高める。

リソース補完 お互いのリソースを補完して作業
分担すること

各社の長所を生かした NDB 検査が実施さ
れている。

会議席上での学習 N 会議席上で様々な知識を獲得す
ること

NDB の不具合への対処等を，他社の経験
から学習する。

ネットワーク構築
N 会議参加を通じてチャンネルを
構築し，これを長期的に活用する
こと

転出後や NDB 以外の知識獲得にも活用さ
れる。
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用する機種の増加，国際線路線網拡張に伴い，
NDB 管理者の作業量が急速に増大した。そこ
で各社は NDB を Z 社から調達するよう方針転
換した。

Z 社からの調達開始後，各社は Z 社との間で
頻繁に交渉する必要があることを知った。Z 社
の NDB を日本固有の空港・空域事情に合致し
たものとさせるためである。しかし同時に，個
社での交渉が困難なことも明らかになってき
た。そこで，大手航空会社社員（D 氏）が，競
合社カウンターパートである J 氏に対して連携
を持ちかけた。これが NDB に関する協力行動
の始まりである。そして Z 社への要望提示や
そのための各社調整が 28 日毎に必要となるこ
とから，会合の定期開催が望ましいと考えるよ
うになり，1993 年，N 会議第 1 回会合が開催
されるに至ったのである。

5.2　協力体制形成要因
競合航空会社が N 会議という協力体制を形

成した要因として，共通の外的脅威及び各社に
よる利益の共有が抽出された。また外的脅威の
影響を強めるモデレーターとして，業務類似性
が抽出された。

5.2.1　外的脅威
N 会議設立の最大要因は，独占的サプライ

ヤーである Z 社の存在である。NDB に係る各
種要望を受け入れさせるため，航空会社は協力
して Z 社と交渉する必要に迫られたのである。
NDB の外部調達開始が N 会議を始めとする各
社間の協力行動の契機となったと，N 会議創設
を働きかけた D 氏は述べている。

また H 氏は，「航空会社対 Z 社という構図
を強く感じる」と述べている。さらに K 氏は，
半分冗談としつつ Z 社を「仮想敵」と呼んで
いる。このように，Z 社という外的脅威の存在
は，N 会議参加者間の緊密感を強める要因とな
ったのである（緊密感の形成については 5.5.2
項にて詳述する）。

5.2.2　業務類似性
航空各社の業務が類似しているという特性

は，外的脅威が協力体制構築を促す効果を強め
ている。NDB 分野での国際技術標準化の結果，
各社の NDB の元データは共通化されている。
だからこそ要望事項の擦り合わせが可能になる
のである。

5.2.3　利益共有
そして，NDB 管理者を含む運航部門におい

ては，各社の協力が共有の利益につながること
が多い。他社を助けることが自らの不利益にな
ることはないと，インフォーマントらは考えて
いる。また，対 Z 社に加え，規制当局に対す
る協力行動（例えば法令改正に係る要望提出）
も，各社共通の利益につながっている。

［J 氏］　（他社との共同での働きかけは意
味がある？）　局（規制当局）に対しては
そうだと思いますよ。それは，いろんな要
望（の提出）で。運航部門が扱う内容って，
エアライン同士の利害関係が相反するとこ
ろではなくて，同じところが多かったんで
しょうね。組みやすい分野なのかなと。利
害が共通するところが多かったんでしょう
ね。

［K 氏］　官（規制当局）に対して何か意見
を伝えてゆくっていう場（会議体）でも，
大体ニーズは（エアライン間で）一致し
てる。だから例えば，「今度僕行けないん
だけど代わりに言っておいてよ」みたいな
ね。

このような構造があるからこそ，社内的な反
対もなく N 会議が生まれたのである。同時に，
利益共有は，構築された協力体制の中での各成
員の協力行動を促していた。

5.3　協力行動の成果
N 会議を通じた各社の協力行動の直接的な成

果は Z 社に対する交渉力向上である。要望が
各社の総意に基づくものであるということを示
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して説得力を高め，同時に数の論理で押すこと
によって，1 社単独では通せない要求を Z 社に
飲ませていた。また各社は，NDB 関連作業で
の様々な協働を通じたリソース補完といった成
果も得ている。各社は Z 社から受領したデー
タ内容を分担して検査しているが，各社保有機
材や就航路線が異なるため，異質な経験・知識
を活用した検査が可能となり，補完効果が生ま
れるのである。

さらに NDB 管理者は，N 会議参加を通じて
様々な知識を得ている。この便益は，会議の
場での直接的な学習と，会議参加を通じたネッ
トワーク形成の双方を通じてもたらされる。以
下，本項においては N 会議に関連した学習に
焦点を当てる。

まず，会議席上での学習を通じて各社社員
は不具合情報等の共有を通じて他社の経験か
ら多くの知識を得ており，これが N 会議参加
の強い誘因となっていた。学習内容は，NDB
等に関する不具合の発生傾向やその対処方法，
NDB に関する技術開発動向等である。なおこ
こで，NDB 関連知識の不確実性と稀少性が，
このような学習の必要性を高めていた（5.4 項
参照）。

また，N 会議参加者は会議参加を通じて他社
社員とのネットワークを構築し，これを NDB
関連以外の事項に関する知識獲得にも活用して
いた。このネットワークは各人が NDB 業務か
ら離れた後も活用されている。さらに，他社
とのつながりを持たない同僚から N 会議参加
者経由での情報入手を依頼されることもある。
N 会議参加者は各社におけるゲートキーパー

（Tushman, 1977）の役割も担っているのであ
る。

5.4　 協力行動促進要因（1）： 
NDB関連知識の不確実性と稀少性

N 会議参加者が当初目的である対 Z 社交渉
において協力するのは比較的自然であろう。一
方，N 会議の当初目的ではない前項のような学

習活動を可能とするには参加者が積極的に競合
会社社員に知識を提供しなければならないが，
そこに抵抗を感じても不自然ではない。にもか
かわらず積極的な協力行動が促される要因とし
て，協力行動の成果が各社に還元される利益共
有の構造に加え，知識不確実性及び知識稀少性
が抽出された。また，知識不確実性及び知識稀
少性の効果に影響するモデレーターとして業務
類似性が抽出された。なお，成員間に生じうる
コンフリフトは協力行動に対して負の影響を及
ぼしうるが，コンフリクト及びこれに影響を及
ぼす各要因については 5.5 項にて論じる。

N 会議参加者は，N 会議参加を通じた知識獲
得の必要性を強く認識していた。その理由は，
NDB 関連知識の不確実性と稀少性である。こ
こで，知識不確実性とは，NDB に関して，知
識に基づく行動の結果の予測が困難であると
いう性質をいう。NDB が正しく動作するか否
かは，究極的には，実機に搭載してみないと
わからないというのである（A，F，G 氏）。こ
のため，マニュアルに頼ることはできず（U
氏），習熟するには実務経験を要する（G 氏）。
しかしながら，各社において NDB 業務に関す
る訓練の仕組みは十分とはいえず，かつ周囲に
NDB 業務経験者も少ない。これらが，各社に
おける NDB 関連知識の稀少性の原因となって
いる。

また，航空機運航に係る航空法その他の法令
の存在により，航空各社の組織や規則は類似し
たものとなっている。この点は N 会議参加者
の背景にある職務の文脈の共通性を高め，協力
行動の便益を増幅し，各社の協力行動を促して
いた。すなわち，業務類似性は，協力行動を促
進するモデレーターでもあるのである。

このような状況下，NDB 管理者は他社社員
から教えられて必要な知識を習得してきた。そ
して教えられた経験に基づき，自らの経験や
知識を N 会議に参加する他社所属の初心者に
還元すべきだと考えるに至る。このような相互
的な協力行動の経験を通じて N 会議参加者は，
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5.5.2 項にて述べるとおり強い緊密感を形成す
るのである。

5.5　 協力行動促進要因（2）： 
コンフリクト緩和要因

競合型コミュニティにおいては，他社社員に
対する協力行動，例えば技術的知識の提供が他
社の競争力を高め，自社利益を損なうのではな
いかというコンフリクトが生じうる。しかし N
会議においてそのようなコンフリクトはほとん
ど見られないか，各人の中で緩和されていた。
そのようなコンフリクト緩和要因として，N 会
議関連活動の持つ公益性及び成員間の相互共感
に伴う緊密感，並びに，職務上の競争と協力の
分離が抽出された。

5.5.1　公益性
N 会議参加者は，他社社員への知識提供等の

協力行動が，公益，すなわち安全性向上という
社会全体の利益につながるものであると認識し
ていた。この認識が，成員間の緊密感を醸成し，
競合組織成員への協力に対するコンフリクトを
軽減していた。安全に関する情報を出し惜しみ
する者はいない。

［I 氏］　あまり気分良くないですよね，事
故が起きると。（中略）。全然関係ない個人
所有（の航空機）でも，やはり飛行機が壊
れたのをあまり見たくない。そこがやはり
あるんじゃないかなって。

［A 氏］　安全に関しては，それこそどこ
かの会社が安全に関して何かということに
なってしまうと業界全体に悪い影響が出る
ので。我々の仕事だと，そこは情報共有し
ていく方がお互いメリットがあるんじゃな
いかということで，みんなで情報出し合う
という雰囲気になってます。

安全志向の活動において協力が円滑になされ
るという傾向は，航空業界の他部門にもみられ
る。運航管理部門は上空の乱気流に関する情報
を躊躇なく共有する。客室部門も，顧客サービ

スの最前線として競争する一方，脱出誘導訓練
等に関しては協力関係を結び，積極的に知識共
有を行っている。安全啓発のための社内誌も各
社間で交換されている。このように，安全とい
う公益への志向性は，関係者間の緊密感を高
め，次に述べるようにコンフリクトを軽減する
ことを通じて，広く競合組織成員間の協力行動
を促すのである。

5.5.2　緊密感
N 会議参加者間には強い緊密感が形成されて

おり，これが協力行動を促している。
［I 氏］　感覚としては，他社さんよりかは
一つの会社の中の課というか，部署の仲間
というような感覚がどちらかというと強
い。

［K 氏］　（NDB の仲間を「ライバル」と
感じたことは？）　ほとんどないですね。
NDB に関しては，本当にパートナーって
感じでしたね。

緊密感の形成は以下の要因により促されてい
る。第 1 に，5.5.1 項にて述べたように，N 活
動の持つ公益性すなわち安全志向は，成員に目
的意識を共有させ，強い緊密感の形成を促す。

第 2 の要因は，N 会議参加者が持つ，他社社
員から教えられたり助けられたりした経験であ
る。すなわち，協力行動が緊密感を形成し，緊
密感がコンフリクトを緩和して，次の協力行動
が促されるというループが生じているのであ
る。

［K 氏］　（他社で NDB 業務に新規配属さ
れた人が）「新しく今度始めるんでよろし
くお願いします」とか言って。しょっちゅ
ういろいろ聞いてきて，「しょうがねえな」
とか言って。NDB スクールみたいに。逆
に，僕は D 氏から結構教わりましたよね。
同じ乗り入れてる空港でこんな現象起こっ
てるって，お互いすぐ情報交換して，「そ
っちどう」みたいな感じで。D 氏からはい
ろいろ教わりましたね。（略）ずっと同じ
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人間がやってるわけじゃなくてお互い代替
わりしてるし，また新米さんが来てって。
それを支え合いながら，技量っていうか品
質を維持していくっていう，そういう場で
もあるんでしょうね。

N 会議は，その中で経験者が新参者を育て，
業界全体としての品質・スキル向上を担う強固
な実践コミュニティであると認識されているの
である。

第 3 に，類似の業務を通じた悩みや苦労の共
有，そして社内に理解者が少ないといった感情
の共有による相互共感が，緊密感形成を促して
いる。

［R 氏］　この作業ってなかなか大変じゃな
いですか，特に更新されるデータが多けれ
ば多いほど。その時の辛さって，皆分かち
合える，皆大変だったよねって，そういう
気持ちがあるからこそ，ライバルと思えな
いのかなと。

［A 氏］　NDB は特殊なので社内でも理解
できる人があまりいないので。話せる人が
他の会社にいるというところで，仲間意識
になるのかなと思います。

最後に，Z 社という共通の外的脅威の存在も
大きい。K 氏は Z 社を共通の仮想敵と呼んで
いたが，このような脅威との対峙が，N 会議参
加者間の緊密感を強めている。

5.5.3　競争・協力の分離
N 会議を通じた活動が企業としての競争的

側面から分離されている点も，競合他社への協
力によって生じうるコンフリクトを低減してい
る。この点は多くのインフォーマントが指摘し
ている。彼らの多くは以前，空港等で，他社と
競争するような立場で仕事をした経験を持つ
が，かつては強く競争を意識していたという者
もその感情にとらわれることなく NDB に関す
る相互協力に関わっている。そして再び競合部
門に異動した際には自然に競争活動へと復帰し
てゆく。各個人の中でも，競争と協力が時間的

に分離されていれば，強いコンフリクトを感じ
なくて済むのである。

6．考　察

分析の結果，競合航空会社社員によって実践
コミュニティが形成され，活発な学習が生じて
いる様子が明らかになった。本節では，本研究
の発見事実を先行研究と比較する形で，競合型
コミュニティに係る協力体制形成と協力行動促
進のメカニズムを考察する。また，分析の結果
抽出された「文脈共有」という学習形態につい
て考察する。

6.1　協力体制形成のメカニズム
本研究のデータから，競合航空会社が N 会

議という協力体制を形成するに至った第 1 の要
因として，共通の外的脅威すなわち独占的サプ
ライヤーである Z 社の存在が抽出された。Z 社
に対抗するための協力行動の必要性が，実践コ
ミュニティ形成の基盤である N 会議の成立契
機となった。この点は，外的脅威が競合組織の
協力行動を強めるという Luo（2007）の主張を
支持する。そして航空会社は団結して Z 社に
対する交渉力を強めていた。この点も，コー
ペティションを通じた交渉力増大に関する Luo

（2007）や Peng 他（2012）の主張通りである。
また，利益共有すなわち協力行動が参加組織全
体の利益を拡大するという構図は，コーペテ
ィションの 1 側面である「協力してパイ作り」

（Nalebuff & Brandenburger, 1996）そのもの
である。なお，外的脅威が実践コミュニティ形
成を促すという事実は，実践コミュニティ論に
ける新発見である。

また，外的脅威による協力体制形成促進効果
に対するモデレーターとして，業務類似性が抽
出された。業務類似性は，協力行動による便益
に対する期待を拡大し，N 会議形成を一層動機
付けた（Bengtsson & Kock, 2014）。業務類似
性が持つモデレーターとしての役割は，本研究
の新たな発見である。
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6.2　協力行動促進のメカニズム
N 会議参加者間では本来の活動（Z 社との交

渉）に加え，知識共有やリソース補完的な共同
作業が活発であった。これらの協力行動を促す
要因として，利益共有の構造の他，NDB 関連
知識の不確実性と稀少性が抽出された。これら
の要因は社外での知識獲得の必要性を高め，N
会議成員は，他社社員から必要知識を獲得す
る。その経験がやがて互恵的な協力行動を促す
のである。このようにして，N 会議に付随する
実践コミュニティは，職場における学習のミス
マッチ（松本，2013）を解消していた。

一方，成員間のコンフリクトは協力行動を
阻害するが（Pattinson & Preece, 2014），航空
会社における競争・協力の分離，及び成員間
の緊密感が，生じうるコンフリクトを緩和し
ていた。コンフリクトを緩和した第 1 の要因
は，NDB 管理者間の強い緊密感である。NDB
管理者は，N 会議参加者であると同時に，所属
航空会社社員としてのアイデンティティも有す
る。競合者への協力が相手の利益につながる以
上，利益相反の可能性に起因するコンフリクト
を抱えていてもおかしくない。しかし NDB 管
理者はそのようなコンフリクトをほとんど認
識していなかった。むしろ競合他社のカウン
ターパート間で親切に技術指導しあうことを当
然視し，上司や同僚もこのような行動を支持し
ていた。そしてこの関係は世代を超えて受け継
がれてきた。すなわち N 会議には互酬性と信
頼（Pattinson & Preece, 2014）が存在し，強
い緊密感が形成されている。このような N 会
議参加者間の緊密感が協力行動を促すという事
実は，Wenger, McDermott, & Snyder（2002）
の主張に一致する。さらに，Z 社という脅威が
緊密感形成を通じて協力行動を促したという発
見は，外的脅威の影響に関する Luo（2007）の
主張をエンピリカルに実証するものである。た
だし，Luo（2007）は，新規参入企業という外
的脅威に対する参入障壁の共同構築といった組
織レベルでの反応について論じているが，本研

究は，外的脅威が個人レベルにおいても緊密感
を高め，協力を強めることを見出した。この点
は本研究の新たな発見である。

さらに，N 会議参加者間には，N 会議の持
つ公益性，すなわち，活動や付随する学習活動
が安全性向上を通じて公共の利益になるという
共通認識が存在し，これが成員間の緊密感を高
めていた。実践コミュニティ論においてこのよ
うな公益性の影響に言及した先行研究は稀で
ある。なお，コーペティション論においては，
Stadtler & Van Wassenhove（2016）が，活動
の公共・人道志向が関係者の認知するコンフリ
クトを緩和することを明らかにしている。しか
し当該研究は，公益性がコーペティションの当
初目的以外の様々な面で果たす機能について観
察していない。一方，本研究は，公益性がコー
ペティションの当初目的（本研究では対 Z 社
交渉）の遂行を促進するのみならず，本来目的
を超越して様々な学習を促すことを発見した。
このような，実践コミュニティ活動において公
益性が果たす広範な機能は，本研究による新発
見である。

また，本研究の事例においても競争・協力の
分離によるコンフリクト緩和がみられた。これ
は Bengtsson & Kock（2000）の主張通りであ
る。ただし，今回の事例においては，競争担当
社員と協力担当社員が個人レベルで完全に区分
されているわけではない。長期間でみれば，各
個人は異なる時期に競争と協力の双方に関わっ
た経験を持つ。しかし競争と協力が時間的に
分離されていれば，コンフリクトは緩和され
るのである。この発見は，Bengtsson & Kock

（2000）の議論をさらに進めるものである。
なお，2.1.2 項にて述べたように，競合型コ

ミュニティにおけるコンフリクトは，組織内
実践コミュニティ（Lave & Wenger, 1991）や
越境時における多重成員性（Handley, Sturdy, 
Fincham 他，2006；石山，2018）に起因する
コンフリクトとは異なるものである。このよう
な，先行研究とは異なるコンフリクトの緩和要
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因を検討したという点で，本研究は新規性を有
する。

6.3　文脈共有による学習
ところで，これまで越境型実践コミュニティ

の研究においては，普段と異なる状況での矛盾
や葛藤との対処や，その他の相互行為を通じ
た学習が重視されてきた（石山，2018；香川，
2008）。

一方，これとは異なり本事例では文脈の共通
性が学習を円滑化している。NDB 標準化や法
令等に基づく組織・社内規則の類似化が，共通
言語（Geiger & Turley, 2005）を与えているの
である。また，自らの業務が社内であまり認知
されていないという共通事情に起因する相互共
感が，N 会議参加者間の緊密感形成を促してい
る。文脈共有は，競合型コミュニティ成員間を
つなぐ重要な役割を担っているのである。

このように，N 会議においては，文脈横断
的な越境学習（石山，2018；香川，2008）とは
異なる，いわば文脈共有による学習が生じてい
る。そして，競合組織の多くが同業であって組
織構造や内部規則が類似していることを考慮す
れば，文脈共有による学習は，競合型コミュニ
ティにおいて特に顕著だといえよう。

7．結　論

本研究は，競合組織横断型実践コミュニテ
ィ，すなわち競合企業社員により構成される実
践コミュニティの形成要因や，成員間での協力
行動促進要因ならびにこれら要因間の関係を検
討した。

本研究の実践コミュニティ論への貢献は，第
1 に，競合型コミュニティが形成され，その中
で成員が協力行動を取るに至る包括的メカニズ
ムを示した点にある（図 1）。実践コミュニテ
ィ論とコーペティション論はこれまで，実践コ
ミュニティやコーペティションにおける協力体
制形成や協力行動を促進・阻害する様々な要因
を抽出してきたが，いずれも個別の要因の検討

に留まり，要因間の関係や，その結果構築され
る包括的なメカニズムに関しては検討していな
かった。また，実践コミュニティ論においては
協力体制形成要因の検討が，逆にコーペティシ
ョン論においては協力行動促進要因に関する検
討が不十分であった。本研究はこのような先行
研究群の持つ課題の解決の一助となるものであ
る。第 2 に，越境学習研究が重視する「異なる
文脈での学習」（石山，2018；香川，2008）に
加え，文脈共有が持つ学習促進効果を発見し
た。各人の自組織内における立場の類似性が
実践コミュニティ成員間の共感と緊密感を強
め，また，類似業務という共通言語（Geiger 
& Turley, 2005）が知識共有を円滑化するので
ある。なおこれらの発見事実は，成員の所属組
織が競合関係にないような実践コミュニティに
対しても，ある程度一般化可能であろう。

一方，コーペティション論への第 1 の理論的
貢献として，競争と協力の分離（Bengtsson & 
Kock, 2000）が，個人の中でも，時間を隔てる
ことによって可能になる事実を見出した。また
第 2 に，外的脅威（Luo, 2007）が，組織レベ
ルでの協力体制構築だけでなく，緊密感形成を
通じて，個人レベルでの協力行動を促すことを
発見した。

これらの発見に基づき，以下の実践的含意を
提示したい。すなわち経営者は，適切に競争と
協力の両局面を分離した上で，個人がコンフリ
クトを感じないような形で競合型コミュニティ
を構築し，学習に役立てるべきである。その活
動は業界全体の利益を拡大し，自社にも還元さ
れるはずである。

一方，本研究の限界として以下が挙げられ
る。第 1 に，本研究は単一事例に基づいてい
る。比較のため航空会社内での他部門や N 会
議未参加社に関するデータも収集したが，他業
種等との間で比較を行い，発見事実の一般化可
能性を確認すべきである。第 2 に，競合型コミ
ュニティにおける個人内の心的プロセスについ
てさらに検討すべきである。本研究では，コン
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フリクト緩和や緊密感形成に至った心的プロセ
スに関して十分なデータを得ることができなか
った。インフォーマントが過去のコンフリクト
や緊密感形成前の状況についてほとんど語らな
かったためである。しかしそれは，当初からコ
ンフリクトがなかったことを意味する訳ではな
い。縦断的調査により参加者の心理プロセスを
観察すべきである。さらに本研究は，仮説探索
型質的研究である。仮説検証型量的研究を行
い，発見事実の妥当性を検証すべきである。
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注
１ 2015 年 12 月に，論文データベース Scopus にお

いて，論文タイトル，アブストラクト，キーワー
ドの中に「coopet*」又は「co-opet*」のいずれか
を含む査読付き論文（インパクトファクター 0.7
以上の雑誌に掲載されたものに限る）を検索した。
なお，「*」はワイルドカードと呼ばれる識別子で，
ここに任意の文字列を含む単語が検索される（付
加される文字列がない場合も含む）。抽出された
実証研究論文のうち，知識共有・学習関連論文の
占める比率は，2009 年までの総計 26 本中 5 本（19
％）に対し，2010 年以降は 63 本中 23 本（37％）
と増加している。
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